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1 ．はじめに
持続可能な開発目標（SDGs）達成のためには、個人レベルでの向社会的行動が重要である。

2015年の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGs）は、世界各国で社会の目標と

して位置づけられている。日本も、自然資源の合理的な利用、食品ロス・廃棄の削減、グリーン

エネルギーへの切り替えといった課題に対して積極的に取り組んでいる（外務省，2023）。SDGs

の達成にむけては、政府のみならず、個人も重要な担い手になる。特に、少子高齢化が進行し、

地方自治体が厳しい行政運営にある日本では、個人レベルでの向社会的行動の重要性がより一層

高まっている（地方自治研究機構，2019）。向社会的行動とは、他者や社会全体に利益をもたらす

ことを意図した自発的な行動を指す（Paço, 2019）。他人への援助、ルールの遵守などといった向

社会的行動は、社会全体における無意味なコストを削減し、持続可能な社会の実現につながる。

しかし、向社会的行動は、個人の利益と社会全体の利益が衝突するため、自発的に発生しにく

い。具体的には、向社会的行動を通じて社会全体の利益を向上させるには、個人が時間や労力、

資源を費やす必要がある。このような個人利益と社会全体の利益が衝突する構図は社会的ジレン

マと呼ばれ、個人の向社会的行動を妨げる（Van Lange et al., 2013）。したがって、向社会的行

動をスムーズに実施するには、促進策が不可欠である。

社会的ジレンマを緩和し、向社会的行動を促すため、これまで補助金、税金、罰金などの構造

的方略が用いられてきた。構造的方略は、金銭的な手段によって向社会的行動の効用を高める、

もしくはそうではない行動の効用を低減させる方法である（羽鳥 et al., 2009）。しかしながら、
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構造的方略には多くの問題点が指摘されている。金銭的なインセンティブによって向社会的行動

を促進する場合、その効果は一時的であり、インセンティブが中断されるとすぐに効果が失われ

るため、持続的な支出が必要となる（Zeiske et al., 2021）。また、税金や罰金によって非向社会

的行動の効用を低減させる場合、不正行為を監視する部署を設ける必要がある。どちらも行政主

体に対する経済的および労働力的な負担を伴う。

構造的方略の限界を踏まえ、向社会的行動の促進にむけては心理的方略も行われる。心理的方

略とは、社会構造を変革することなく、個人の行動を規定する心理的要因に直接働きかけること

で、自発的な向社会的行動を誘発する手法である（羽鳥 et al., 2009）。具体的に、二重過程理論

により、人間の行動は常に精緻で合理的な思考プロセスによって動かされるわけではなく、多く

の場合は暗黙的で計算量が少ない形式の意思決定モードに依存している（St Quinton & Brunton, 

2017）。この暗黙的な意思決定モードは、提示された情報やその場の雰囲気といった文脈的要因

の影響を受けやすいことが指摘されている（Mertens et al., 2022）。すなわち、意思決定の場面

において環境を適切にデザインすることにより、人間の行動を自発的に変化させることが可能で

ある。このような方略は、構造的方略と比較して経済的および労働力的な負担が大幅に少ないた

め、将来的には向社会的行動を促進する主流の手法として期待される。

心理的方略における暗黙的な意思決定モードは、特に日常的な習慣に基づく行動を規定するこ

とが指摘されている（Orbell & Verplanken, 2010）。このような日常的で個人レベルの向社会的

行動は、持続可能な社会の実現に向けて重要な貢献を果たす。例えば、部屋を離れる際に電気を

消す行動は、熟慮に基づく行動ではなく、暗黙的な意思決定モードに基づくものと言える。この

暗黙的な意思決定モードに従い、近年ではナッジという手法が広く使用されている。ナッジは、

心理的要因を考慮し、意思決定の場面における環境をデザインすることで、人々の行動を特定の

方向に誘導する手法である。これまでに、ナッジを用いて向社会的行動を促進する事例研究が増

加しているものの、これらの研究結果を統合し、個別の研究以上に信頼性の高い評価を得るには

至っていない。統合した結果は、今後のナッジ研究におけるサンプルサイズ設計の指針となるだ

けでなく、ナッジを実施する行政機関や企業にとっても、介入後の効果予測や収益見通しの策定

に資するものだと考えられる。

本論文では、各国におけるナッジを利用した向社会的行動の促進に関する実験研究を収集し、

メタ分析を通じてナッジが向社会的行動を促進する効果を包括的に明らかにすることを目的とす

る。具体的には、ナッジの平均効果量の推定および研究間における効果量の異質性の分析を行う。

また、日本と欧米諸国の研究を比較することで、ナッジの効果に地域差が存在するかを検討する。

本研究の結果は、ナッジの応用に向けた実践的な示唆を提供することが期待できる。

２ ．ナッジ理論
Thaler & Sunstein （2008）によれば、ナッジは選択を禁じることも、経済的なインセンティ

ブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテクチャのあらゆ
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る要素と定義される。選択アーキテクチャは、意思決定者に対して選択肢を提示する方法や、意

思決定を取り巻く環境および状況を指す（Camilleri et al., 2019）。例えば、レストランでの食品

選択においては、メニューのデザインやラベル情報、料理の提示順序などが選択アーキテクチャ

に該当する。したがって、ナッジの特徴は、多額の経済的インセンティブや罰則を用いるのでは

なく、「人々が意思決定を行う際の環境を設計することで、自発的な行動変容を促す」点にある。

この特徴は、ナッジの理論的基盤であるリバタリアン・パターナリズムを反映している。リバタ

リアン・パターナリズムとは、個人の自由を尊重しつつも、介入を許容する立場を取るもので

ある（佐々木 , 2021）。そのため、ナッジは法的強制や選択の剥奪に代わる実践的な手法として、

各国政府に注目されてきた（Ensaff, 2021）。

最初に、ナッジ理論は、個人のウェルビーイングや利益を向上させる場面で広く応用され

た。例えば、Madrian & Shea （2001）の研究において、退職貯蓄計画の加入をデフォルトとす

る選択アーキテクチャを設定し、参加者は任意のタイミングで計画をやめることができるよう

にした。その結果、参加者の貯蓄率は、実施前の49%から86%まで上昇した。さらに、Arno & 

Thomas （2016） のレビューでは、2004年から2014年の10年間に発表された42編の文献をメタ分

析した結果、ナッジ介入によって健康食品の選択率が平均して15.3% 向上することが確認された。

一方で、ナッジ理論は社会全体のウェルビーイングの向上を目指す事例にも応用されている。例

えば、Bartke et al. （2017） は、記述的規範に基づく選択アーキテクチャを構築し、ナッジが慈

善寄付を促進する効果を示した。具体的には、実験群に対して『ドイツの 3 分の 2 の人口が毎年

慈善寄付をしている』という情報を提示したところ、対照群と比べて実験群の寄付率が有意に上

昇した。環境保全に関しては、“グリーンナッジ ”に関する研究が近年多く進展している。この

ように、社会全体のウェルビーイングを向上させるナッジは、個人のウェルビーイングを向上さ

せるナッジと比較して、さらなる課題が存在する。これは上述した個人利益と社会全体の利益と

の衝突である。ナッジが個人のウェルビーイングを向上させる場面で有効であることが認められ

ている一方で、向社会的行動を促進する効果がどの程度あるのかはまだ明確ではない。

3 ．研究方法
3.1　メタ分析と研究問題の定式化

メタ分析とは、特定の研究テーマに関する複数の研究を収集し、それらの研究結果を共通の尺

度で評価することにより、全体的な傾向を把握する手法である。本稿では、テーマとして「ナッ

ジが向社会的行動を有効に促進するかどうか」を扱う。このテーマにおける共通尺度は、向社会

的行動の促進に対するナッジの効果量である。ナッジの主効果を検証するため、収集対象となる

研究は、ランダム化比較試験（RCT）に基づいて設計されたものに限定した。さらに、定量的

な実験研究に焦点を当てるため、「向社会的行動」という上位概念を具体的に定義する必要があ

る。本研究では、持続可能な開発目標（SDGs）の実現に資する身近な行動を向社会的行動とし、

具体的には定義として節電、節水、食料浪費の削減等を扱う。これらの行動は、向社会的行動の
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代表的な事例として多くの研究が蓄積されていることから、ナッジ効果の全体像を把握するのに

適していると考えられる。

3.2　文献スクリーング

本レビューで対象とする文献を選定するプロセスを図 1 に示す。上記の節のテーマに関する

学術論文を特定するため、2024年 8 月に Scopus、Web of Science、CiNii の 3 つのデータベー

ス上で、英語または日本語で発表される査読付き論文を検索した。検索には、（TITLE-ABS-

KEY （"nudge" OR "nudging"） AND TITLE-ABS-KEY （"prosocial behavior" OR "saving" OR 

"energy" OR "electricity" OR "water" OR "food loss" OR "food waste" ） AND ALL （ "randomized 

controlled trial"））の検索式を用いた。

得られた検索結果に対して、三段階の文献スクリーニングを実施した。第一段階では、文献の

DOI 番号を参照し、27件の重複した論文を除外した。第二段階では、記事のタイトル、要旨とキー

ワードを参照し、本テーマとの関連性を判断した。この段階で、関連性の低い303篇の論文を除

外した。第三段階では、論文全文を精読し、以下の三つの基準に基づいて評価対象としての適性

を判断した。第一基準は、ナッジが使用されており、選択の強制や金銭的インセンティブといっ

た構造的方略が用いられていないこととした。第二基準は、メタ分析に必要なデータ（ナッジ介

入の効果量と標準誤差）が報告されていることとした。このとき、効果量と標準誤差を算出可能

図 1 　文献選定のプロセス
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な数値データ（実験群と対照群のサンプルサイズ、平均値、標準偏差など）が報告されているも

のも採用した。第三基準は、実験参加者の特性に偏りがないこととした。これらの条件に基づい

て対象となる論文を抽出した結果、23編が採用された。

４ ．研究結果
4.1　研究の基本情報

ナッジによる向社会的行動の促進　　李　子贏

表 1 　選定された文献の概要
著者名

（出版年） 国 サンプル
サイズ

向社会的行動の
内訳 ナッジ介入の詳細

Prelez 
（2023） スペイン 506 食品ロスの

削減

青果売り場の写真と情報提供
（あなたが購入する果物や野菜の 7 %はゴミ箱行きに
なる可能性があります。食べられない果物や野菜を買
わなければ、環境保護をしながら節約できる。）

Afridi 
（2023） インド 2784 グリーンエネル

ギーへの切り替え
情報提供（家庭料理にバイオマスを継続的に使用する
ことによる健康影響／煙突や LPGの使用などの代替
手段の利点）

Bonan 
（2024） イタリア 651941 節水 水道料金検針票にて情報提供（用水量の近隣比較／節

水のヒント）
Belle & 
Cantarelli 
（2024）

イタリア 6894 ワクチン接種 情報提供（インフルエンザの予防接種を受けること
で、周りの人を守ることになります。）

H. B. Kim 
（2020） 日本 1699 省エネルギー スマホのプッシュ通知にて情報提供（電気使用量の近

隣比較／消費量アラート／省エネルギーアドバイス）
Papineau 
& Rivers 
（2022）

カナダ 7966 省エネルギー 請求書にて情報提供（エネルギー損失量の近隣比較／
省エネルギーアドバイス）

House
（2024） カナダ 367 臓器提供意思登録 電子メールにて情報提供（臓器提供意思登録率の地域

比較）

Nijssen, 
（2023） オランダ 469 持続可能な配達方

法の選択
ネットショップの配達方法選択ページにおいて、
「ピックアップステーションで受け取る」という選択
肢の横に緑の葉っぱが付く。

Brick
（2023） 南アフリカ 92627 節水 情報提供（水資源ストレスを軽減し、将来の取水制限

を防ぐために、家庭が水の消費量を削減しましょ。）
Otaki

（2024） 日本 37 節水 画像（東京の輪郭を水の器として表現し、各参加世帯
の 2週間の水使用量に応じて水位を設定する）

Ek & 
Söderberg 
（2024）

スウェーデ
ン 9932 食品ロスの削減 情報提供（食品ロスの近隣比較／食品ロス量の評価）

Cappa
（2020） イタリア 61 省エネルギー

情報提供（個人的利益としてのコスト削減、または社
会的利益としての汚染物質排出削減の観点から、行動
変化の影響を述べる）

Tyers
（2019） イギリス 137876 省エネルギー 情報提供（各料金プランの節約効果を提示する。）

Neumayr & 
Moosauer 
（2021）

ドイツ 390 持続可能な商品の
選択 持続可能な商品にエコラベルをはる。

Peth 
（2018） ドイツ 110 水質汚濁防止法に

従う
情報提供（水域への肥料投入の結果として発生する可
能性のある環境および健康への影響に関する情報が提
供される）
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評価対象となった文献の概要を表 1 に示す。対象となった23編は、すべてが過去10年以内に公

表された実験研究である。まず、これらの論文の特徴として、文字情報を中心に、様々な種類の

ナッジを使用していることが挙げられる。情報の内容に関しては、主に近隣比較、注意喚起、教

育啓発の 3 つに整理できる。具体的には、 8 編の研究が類似した状況にある人々との比較結果

を示すというナッジを用いて、その効果を検証している。たとえば、実験参加者の電気や水道

の消費量を近隣住民の実績と比較し、その結果を参加者に提示するという方法が取られている

（Miranda et al., 2020）。こうした近隣比較は、社会的規範のメカニズムを活用し、近隣住民が向

社会的行動を行っていることを実験参加者に知らせることで、対象者に行動変容を促すものであ

る（Ek & Söderberg, 2024）。また、 2編はナッジを用いた注意喚起を行っている。具体的には、

向社会的行動を行わない場合の負の影響を参加者に提示している。このようなネガティブな情報

の提示は、リスクを参加者に認識させ、向社会的行動を促す（Peth et al., 2018）。また、 4 編は

ナッジを用いた教育啓発を行っている。これらの研究では、簡単かつ手軽に実践できる向社会的

行動を参加者に紹介している。この方法は、向社会的行動の実行に対する心理的負担を軽減し、

自己効力感を高める効果がある。計画行動理論によれば、ある行動に対する自己効力感が向上す

ると、その行動を実行する意欲が高まることが示されている（Ajzen, 1991）。

残りの 9 編では、文字情報のみで明確な情報を伝達するのではなく、画像や参加型タスクの要

素を取り入れたナッジが使用されている。視覚的な刺激をナッジとして利用した研究の代表例と

して、画像や図形を文字情報と組み合わせる方法が挙げられる。例えば、Otaki et al. （2024）は、

東京都の輪郭を水の器として表現し、各参加世帯の 2 週間の水使用量の情報を視覚化して提示し

ている。画像や図形を活用したナッジは単純な文字情報と比べて、人々の意思決定に強い影響を

与える（Boer et al., 2006）。さらに、参加型のナッジも存在する。岡山・本間 （2023）は、茶碗

の内底におみくじを印字し、完食するとおみくじが現れる仕組みを設計した。これにより、参加

著者名
（出版年） 国 サンプル

サイズ
向社会的行動の

内訳 ナッジ介入の詳細

Shearer 
（2017） イギリス 64284 食品ロスの削減 画像（食品廃棄物がゴミ箱に入るのを阻止する）

J. H. Kim & 
Kaemingk 
（2021）

東欧諸国 117690 省エネルギー 情報提供（エネルギー損失量の近隣比較／省エネル
ギーアドバイス）

Miranda 
（2020） コスタリカ 2623 節水 情報提供（用水量の近隣比較）

Chabé-
Ferret 

（2019）
フランス 152 節水 情報提供（用水量の近隣比較）

三神
（2022） 日本 287 省エネルギー 省エネ行動シート（省エネルギーアドバイス）

岡山 & 本間 
（2023） 日本 未報告 食品ロスの削減 おみくじ茶碗（茶碗の内底面におみくじを印字した。

完食するとおみくじが現れる。）
大友 

（2016） 日本 140 省エネルギー 画像（人々は地球を囲み、スイッチオフのイラスト）
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者の好奇心を刺激し、完食という向社会的行動を促すようにした。しかし、このような方法によ

る向社会的行動の促進効果の持続性には懸念がある。また、プライミングを活用したナッジも存

在する。これらのナッジは、明確な情報を提示するのではなく、特定の刺激を通じて暗黙裡に人々

の意思決定に影響を与える手法である。例えば、大友（2016）は、参加者に「人々が地球を囲ん

でスイッチをオフにする」というイラストを完成させるよう指示し、それによって環境に配慮す

るという考えが活性化され、結果的に電気を消すという向社会的行動が促進されることが示され

ている。

次に、実験手法に関しては、実験室実験とフィールド実験の 2 種類があるものの、フィールド

実験が多く行われていた。フィールド実験では、現地の政府や企業と連携することが多く、その

特徴として標本数が多い点が挙げられる。例えば、Shearer et al. （2017）では、60万人以上の標

本が使用されている。また、実験室での仮想環境ではなく、フィールド実験で得られるデータは、

実際の行動に基づいたデータであることから、分析結果の信頼性が高いと言える。

4.2　効果量の統合

収集した研究の効果量と標準誤差を用いて、メタ分析を行った結果を図 2 に示す。メタ分析は

R（version 4.4.1）を用いて実施した。分析対象となった研究では、対象とした行動や従属変数

の測定方法が異なるため、ナッジの効果には正負の両方がある。例えば、節電を促進する研究で

ナッジによる向社会的行動の促進　　李　子贏

図 2 　ナッジの平均効果量
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は、電気使用量を従属変数とするとナッジの効果は負になるが、ナッジ介入前後の電気使用量の

差（節約量）を従属変数とするとナッジの効果は正となる。そこで、効果の大きさを判別しやす

くするために、すべての効果量を正（ポジティブな）の方向に統一した。

研究全体の平均効果量の推定結果は、Cohen’s d ＝0.14（95% CI : 0.08, 0.19）であった。効果

量の大きさに関する基準として、Cohen （1988） は0.20を小さい効果量、0.50を中程度の効果量、

0.80を大きい効果量と定義している。この基準に基づけば、本研究で得られた平均効果量は、小

程度の効果量といえる。Arno & Thomas （2016） のメタ分析では、ナッジが健康食品の選択を促

進する平均効果量はCohen’s d ＝0.15（95% CI : 0.07, 0.23）であり、本研究の結果と類似している。

そのため、ナッジは行動変容に対して小さ目の効果を持つと考えられる。

また、異質性（heterogeneity）検定の結果、I2は93%であった。これは、ナッジ介入の効果量

が、対象集団、ナッジの種類、結果の尺度など特定の状況に応じて大きく異なる可能性があるこ

とを示している。

以上によれば、ナッジが向社会的行動を促進する効果は統計的に有意であることが明らかに

図 3 　欧米諸国と日本のナッジの効果量の比較
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なった。しかし、その効果量は小さく、ナッジを適用する状況によってその大きさが変動する傾

向があることも示された。

4.3　日本と欧米諸国の効果量の比較

ナッジは欧米諸国を発端に導入されてきたが、近年では日本でもその活用が進んできた。そこ

で、ナッジの効果に対する文化の影響を検討するため、欧米諸国と日本におけるナッジの効果

量を比較した。その結果、欧米諸国におけるナッジの効果量はCohen’s d ＝0.14（95% CI : 0.08, 

0.20）、日本における効果量はCohen’s d ＝0.19（95% CI : 0.01, 0.37）であり、両者の間に有意な

差は認められなかった。この結果は、ナッジ介入が文化の影響をあまり受けずにグローバルに有

効である可能性を示唆している。

５ ．考察
5.1　ナッジの効果の異質性

ナッジは向社会的行動を促進する効果があるものの、その効果量は状況に応じて大きく変動す

ることが示されており、効果の異質性が重要な課題として指摘されている。Mertens et al. （2022） 

は、数百件のナッジ介入を用いた行動変容に関する研究をメタ分析した結果、同様に異質性の存

在を報告している。この結果は、ナッジを導入したとしても、その効果は不安定であるため、ナッ

ジ介入の実施に対する積極性が低下しうることを示している。したがって、ナッジ介入の効果の

異質性の原因を明らかにすることが重要である。

本研究では、日本と欧米諸国の間にナッジの効果に有意な差が見られなかった。そのため、国

や文化は異質性の主な原因ではないと考えられる。その一方で、実験手法が異質性に影響を与え

る可能性ある。本研究で収集された研究データは、主に実験室実験とフィールド実験の 2 つに分

類できる。フィールド実験では行動実績が計測されているが、実験室実験では仮想的な環境下に

おいて、自己報告形式により行動が計測されている。これらの異なる実験環境が、向社会的行動

の測定結果に影響を与えた可能性がある。実際、Benz & Meier （2008） の研究でも、フィールド

実験よりも実験室実験において、向社会的行動がより顕著に見られることが報告されている。

今後、ナッジに関する研究の増加が予想される中、特定の状況に焦点を当てた研究を集め、よ

り細分化されたメタ分析の実施が期待される。このような分析により、ナッジの効果をより精緻

に把握することが可能になると考えられる。

5.2　公表バイアスの影響

メタ分析の結果では、バイアスの影響が生じている可能性もある。Egger & Smith （1998） に

よれば、有意な結果が得られた研究は、有意ではない結果が得られた研究よりも出版される可能

性が高いことが報告されており、彼らはこれを「公表バイアス」と呼んでいる。そこで、公表バ

イアスの有無を検討するために、ファンネルプロットを用いた分析を行った。研究がバイアスな

ナッジによる向社会的行動の促進　　李　子贏
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く収集されている場合、効果量は平均効果量（黒い点線）を中心に左右対称に分布し、三角形の

範囲に収まると考えられる。図4を確認すると、多くの研究が平均効果量付近に集中している一

方で、大部の研究は黒い点線の右側に配置されている。分布の非対称性を検定した結果、有意差

が確認された（z = 6.9495, p < .0001）。この結果から、効果量が有意でない研究が公開されてい

ないことがうかがえる。

これに関して、二つの要因が考えられる。一つ目は、有意でない結果を得た研究者が、その結

果を報告せず破棄する場合である。二つ目は、有意でない結果が論文化されたとしても、その結

果が論文としての新規性や学術的意義に乏しいと見なされ、査読過程で採択されにくい傾向があ

ると考えられる。研究者の段階で生じるバイアスと、査読段階で生じるバイアスのどちらが公表

バイアスを引き起こす主な要因であるかは、現時点では判断できない。いずれにせよ、本研究で

収集されたデータには、ナッジの効果量に関連するバイアスが存在する可能性が示唆された。

６ ．結論
本研究は、ナッジが向社会的行動を促進する効果について初めてメタ分析を実施した。この結

果、ナッジの効果量を統合的に評価し、これまでの研究における知見のギャップを埋めることが

できた。その結果、効果は大きいとは言えないものの、ナッジ介入が向社会的行動を有意的に促

進することが示された。このことは、各行政主体が向社会的行動を促進するためにナッジを用い

ることの実践的根拠となりうる。今後、ナッジに関する研究がさらに発展し、ナッジの効果が高

図 4 　ファンネルプロット
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まり、応用の幅も広がることが期待される。

しかしながら、ナッジの効果量については、有意な異質性も認められた。このことは、ナッジ

による行動変容の効果が、対象集団やナッジの種類といった特定の状況に応じて大きく変わりう

ることを示唆している。したがって、今後はより精緻な知見を得るために、条件を絞ったメタ分

析の実施が必要である。また、本研究では公表バイアスの存在が示唆されており、未公表の結果

および査読システムの両方が、有意な結果のみが出版されやすいというバイアスの要因になる可

能性が考えられる。

本研究によって明らかになった平均効果量は、ナッジ介入に関する効果の包括的な理解を提供

するだけでなく、今後実施される実験研究において効果の大きさを評価する際の参考基準になり

うる。そのため、本稿は、ナッジ研究の 1 つのベンチマークを提供するものであり、その有効活

用が期待される。
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